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大日本商事株式会社は、DNPグループの企業理念「人と社会をつなぎ、
新しい価値を提供する」のもと、よりよい社会、より快適な暮らしの実現の
ために自らが主体となって「未来のあたりまえ」を創出していきます。
新たな価値の提供をグローバルに行っていく中で、環境負荷低減のため
以下の通り行動方針を定め従業員一人一人が、取組んでいきます。

１．環境に配慮し、持続可能な社会の実現に適した「素材」、「原料」、
「加工品」、「製品」の調達と販売を行います。

２．エネルギー使用量を削減し、又地球環境に対して負荷の少ない再生可能
エネルギーを積極的に取入れ脱炭素社会の実現や地球温暖化の抑制に
努めます。

３．廃棄物の発生を抑制すると共に、廃棄物のリサイクル率向上を図ります。
また、リサイクル性に優れた製品の開発・提供により社会に貢献します。

４．節水に努めます。

５．環境関連法規を遵守し、また地域社会の環境活動に参加します。

６．環境経営方針に基き、環境経営目標、環境経営活動計画を定め、活動を
推進します。
この環境経営方針及び実施状況は、環境経営レポートに取りまとめ公表
します。

７．自然の恵みに感謝し、事業活動が生物多様性に影響を与えることを認識

して、生物多様性に対する社会的責任を果たすことにより、持続可能な社
会の実現に貢献します。

８．化学物質の販売量は適時把握し定期的に情報提供します。

９．国際的な森林認証制度の要求事項を実施、維持します。

大日本商事株式会社は、「お客様の事業」と「社会」に新たな価値を創出する
企業活動を行うにあたり、「ＤＮＰグループ行動規範」に従い、恵み豊かな地球
を次世代に受け渡していくため、持続可能な社会の実現に貢献します。

環 境 経 営 理 念

環 境 経 営 方 針

2023年 6月 30日

大日本商事株式会社

代表取締役社長 高松 徹
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■事業所名及び代表者
　事業所名：大日本商事株式会社
　代表者名：代表取締役社長　高松　徹

■環境管理責任者
　取締役常務執行役員　井上　邦夫

■エコアクション２１事務局 ■事業規模
　担当役員：井上　邦夫 　資本金　：   100百万円
　事務局　：局長　中村　裕児 　年　商　：61,531百万円(2023年3月期)
　連絡先　TEL：03-3288-7630 　従業員数：　 245名(2023年3月末現在)
　　　　　FAX：03-5275-6346

■ホームページアドレス
　https://www.dnp.co.jp/dnp_trading/

■所在地
事業所

本社

関西オフィス

第４営業本部営業第２部第２課
(岡山)
第４営業本部営業第１部第３課
(福岡)

■組織状況

事業所
床面積
（㎡）

人員 ＥＡ２１担当者 認証・登録日

本社 2,954 187 局長　中村　裕児

関西オフィス 462 50
　　　乗松　慎也
　　　尾川  八大

第４営業本部営業第２部第２課
(岡山)

20 4 　　　山崎　由晃

第４営業本部営業第１部第３課
(福岡)

66 4 　　　橋本　健　

合計 3,502 245

対象事業所：全事業所

認証・登録日
　　　　2006年 1月10日
有効期限
　　　　2024年 1月 9日
登録番号：0000556

〒815-0031　福岡県福岡市南区清水二丁目１６番３６号

〒102-8424　東京都千代田区飯田橋二丁目１番１１号
　　　　　　ＤＮＰ飯田橋ビル

所在地

〒564-0052　大阪府吹田市広芝町１８番２４号
　　　　　　図書館流通センター大阪ビル　５Ｆ

〒709-2121　岡山県岡山市北区御津宇垣６４２番地８

会社概要

■関西オフィスは、水道使用量を定量的に把握できないため、節水に取り組み、内部監査において定期的に
評価を行っている。
第４営業本部営業第２部第２課（岡山）、第４営業本部営業第１部第３課（福岡）は、それぞれ大日本印刷(株)の
事業所内に事務所がある。この２事業所は、電力使用量・水道使用量・廃棄物排出量を定量的に把握できないため、
節電・節水、廃棄物の削減・適正な分別排出に取り組み、内部監査において定期的に評価を行っている。
岡山事業所が所在する大日本印刷(株)事業所においては、ISO14001環境マネジメントシステムが構築・運用されて
いるが、当社はその構成員ではない。
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事業活動の概要

毎日の生活を豊かにする「未来」をつくり出すため、
大日本商事は、グローバルな視野で新しい価値を
創造していきます。

大日本商事はDNPグループが掲げる4つの成長領域、「知とコミュニケーション」
「住まいとモビリティ」「食とヘルスケア」「環境とエネルギー」を軸に、

国内はもちろん世界中の企業と有機的に連携し、

あらゆるモノやサービスに新しい価値を与えるため、

最良の原料や資材、加工品、製品を調達・供給するとともに、

DNPグループの先進の技術力を活かした新素材・新製品の開発などに取り組んでいます
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事業活動の概要

さまざまな分野における最良の素材を国内外から調達し、販売します。

■印刷・ラミネート用フィルム

■成型用シート

■機能性フィルム

素 材

プラスチック

石油・化学製品

物 流

資 材

ＤＮＰグループ内での採用実績で培った最良の資材を提供します。

■印刷用紙

■情報用紙

■機能紙・梱包用紙

紙

■樹脂パレット

■プラスチックコンテナ

■温度管理輸送資材

■燃料・潤滑油

■溶剤

■化学工業薬品
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事業活動の概要

質の高い生活をサポートするため、安心で安全な製品を

提供します。

ヘルスケア

機械・システム

省エネルギーなど環境に配慮した機材や、付加価値の高い製品作りに欠かせない

最新鋭の設備機器を国内外から調達し、販売します。

■AED：自動体外式除細動器

■ＤＮＰ受精卵用ディッシュ：

不妊治療用

■介護用品

医療・介護

■超低反射フェイスシールド

■次亜塩素酸水生成器

■抗菌フィルム

ウィルス対策

■印刷機・加工機器

■プリプレス関係

■検査装置

印刷関連機器

エレクトロニクス関連
■ＤＮＰ広色域カラーチャート

■ＤＮＰ広色域ＬＥＤビューアー

■カラービューアー
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事業活動の概要

環境配慮製品

地球温暖化防止と持続可能な社会の実現に向けて、様々な環境

対応製品を提供します。

・工業損紙パウダーと工業用澱粉を

主原料に、ポリオレフィン系樹脂を

バインダーとして水蒸気で押出成形

した発泡体製品

・断熱力や緩衝力に優れており、保冷

ＢＯＸや梱包用の緩衝材用途で利用

・工業損紙パウダーを主原料に、ポリオレ

フィン系樹脂をバインダーとして

ペレット化

・「射出成形」、「押出成形」、「シート

成形」など従来のプラスチック素材と

同様に成形できる素材

・自然光に近い高演色ＬＥＤや防虫用ＬＥＤ

により蛍光灯に比べ使用電力量を削減

アースリパブリック（ＥＲ）

ＭＡＰＫＡ（マプカ）

ＬＥＤ製品

・環境配慮商材の詳細につきましては弊社ホームページをご確認ください

https://www.dnp.co.jp/group/dnp-trading/business/#anchor03
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環境経営管理体制 ・ 職務と権限

・環境経営方針の策定
・環境経営目標、環境経営活動計画の承認

・環境経営目標達成状況の把握、改善指示
・全体の評価と見直し
・環境管理責任者の任命
・環境経営における課題とチャンスの明確化

環境管理責任者
・各部門へ目標の設定、実施の指示、

実施結果の承認

環境管理委員会
・自部門の目標指示、

達成状況の把握と是正

内部監査員
・ＥＡ２１事務局との連携
・各部門の実施状況の監査

ＥＡ２１事務局
・システムの構築、運用、

記録、保管

ＥＡ２１推進員
・自部門の活動内容の設定および

実施推進

ＥＡ２１サブ推進員 ・自部門の活動内容の実施推進および
ＥＡ２１推進員のフォロー

代表者
（代表取締役社長）

第
２
営
業
本
部

第
１
営
業
本
部

仕
入
業
務
本
部
・
生
産
管
理
室

経
理
部

管
理
部
・
監
査
室

事
業
化
推
進
本
部

総
務
部

第
３
営
業
本
部

関
西
オ
フ
ィ
ス

第
４
営
業
本
部
営
業
第
２
部
第
２
課

（
岡
山
）

第
４
営
業
本
部
営
業
第
１
部
第
３
課

（
福
岡
）

第
１
営
業
本
部

仕
入
業
務
本
部
・
生
産
管
理
室

第
２
営
業
本
部

管
理
部
・
監
査
室
・
経
理
部

総
務
部
・
事
業
化
推
進
本
部

第
３
営
業
本
部

関
西
オ
フ
ィ
ス
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2022年度　環境経営実績と評価一覧

全社環境経営目標と実績一覧
（ 年　間 ）

達成率 評価

2,852 3,883 3,846 3,860 3,883 前年実績比 6,372 前年実績比

単位
売上比率

5.3％
売上比率

6.2％
売上比率

6.7%
売上比率

6.9%
売上比率

6.9%
35.8%増加

売上比率
6.4%

64.1%増加

15年実績比 15年実績比

単位 t-CO2 40.3%削減 45.5%削減

前年実績比 前年実績比

単位 千ＫＷｈ 0.1%削減 1.0%増加

前年実績比 前年実績比

単位 　km/ℓ 21.6%向上 4.2%向上

－ －

単位 ㎘ － －

前年実績比 前年実績比

単位 ｍ3 前年実績
維持

3.2%増加

前年実績比 前年実績比

単位 ｔ 4.6%減少 15.5%削減

前年実績比 前年実績比

単位 5.0%増加 8.0%削減

前年実績比 前年実績比

99.7%

単位 1.8%増加 1.42％増加
※

※１：二酸化炭素排出量について、目標及び実績はオフセット後の数値。
※２：2011年度より総量での削減目標から、燃費目標に変更している。
※３：2014年度から関西オフィス排出量を算入した。

◎：達成率110％以上

○：達成率100％以上110％未満

△：達成率100％未満だが、前年より向上又は前年並み

×：達成率100％未満で、前年より悪化

※グリーン購入については100％を維持目標とする

削減目標
2015年度

実　績
2022年度目標 2022年度実績

2022年度
2020年度

実　績

57.0 109.6% ○

電力使用量
の削減

99.0%

64.978.9 69.8 60.4

ガソリン使用量 
※２

2021年度
実　績

2018年度
実　績

2019年度
実　績

燃費の向上
（全社平均)

17.9

318.9 304.1349.2

環境配慮商品
の販売

百万円

省エネ

二酸化炭素
排出量の削減

※１
104.5

節　水
(本社のみ)

水道使用量
の削減

2,259 98.8% ×2,484 1,8902,514 1,912

19.4

△18.8 18.0 16.7 20.319.7 17.4 85.7%

10.7 － －16.1 15.6 13.7 12.0

廃棄物
※３

廃棄物の
削減　※３

43.8 32.8 112.8% ◎44.0 42.3 47.4 38.8 37.0

5,275 120.8%

114.1% ◎2,598 2,460 2,106 1,953

◎

1,930 1,853

－

312.6 314.7 314.4 317.7 ×

62.4

コピー用紙の
使用量削減

2,743

千枚

100.0 99.7 △100.0 100.0

2,050 1,797

評価

100.0 98.3

グリーン購入

99.9

％
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（単位：百万円）
2015年度
(基準)

目標値 2,856 3,801 3,774 3,739 3,600 5,275

実績合計 2,852 3,883 3,846 3,860 3,883 6,372

目標達成率 99.9% 102.2% 101.9% 103.2% 107.9% 120.8%

販売比率※ 5.3% 6.7% 6.9% 6.9% 6.4% 10.3%

前年度比 － + 9.3% ▲1.0% + 0.4% + 0.6% + 64.1%

2015年度比 － + 36.2% + 34.9% + 35.3% + 36.2% + 123.4% 2015年度からの増加額
　※全販売金額に占める環境配慮商品の販売比率 3,520 百万円/年

2022年度2019年度2018年度 2020年度 2021年度

■今年度森林認証紙の伸長により大幅な実績増加となった

■伸率の高い商品：LNG（液化天然ガス）、ルーバーフィルム等

■推進員会議で新規商材等の情報交換を行っている。

■四半期毎に目標の見直しを行っている。

環境配慮商品販売

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

2015年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

実績合計 目標値

(基準)

売上

５,２７５百万円以上

(2021年度実績から35％増加)

◎
(目標達成110％以上)

６,３７２百万円

目標達成率

１２０.８％

結 果

目 標

（単位：百万円）

主な活動内容

■エネルギーをめぐる環境が大きく変化しており、当社もLNGの取り扱いなどにより

前年同期比・目標比共に達成した。

■脱炭素化と安定供給の両立に向けビジネスチャンスの拡大が見込まれるので、

グループ会社とも協働して業容拡大を推進する。

評価と次年度に向けて
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（単位：ｔ）
2015年度

(基準)

目標 223.0 189.6 177.8 169.1 154.6 163.4

排出量 219.4 187.0 174.0 165.9 148.9 158.0

目標達成率 101.6% 101.4% 102.2% 101.9% 103.8% 103.5%

前年度比 － ▲ 2.2% ▲ 4.0% ▲ 2.4% ▲ 10.2% + 6.1%

114.9 108.1 104.2 101.0 88.5 101.0

目標 108.1 81.5 73.6 68.1 66.1 62.4

排出量 104.5 78.9 69.8 64.9 60.4 57.0

目標達成率 103.4% 103.3% 105.4% 104.9% 109.4% 109.6%

前年度比 － ▲ 5.0% ▲ 9.3% ▲ 5.8% ▲ 22.0% ▲ 5.7%

2015年度比 ※ － ▲ 24.5% ▲ 33.2% ▲ 37.9% ▲ 42.2% ▲ 45.5%

オ
フ
セ
ッ
ト
後

2018年度 2019年度 2022年度

オ
フ
セ
ッ
ト
前

2020年度 2021年度

グリーン電力購入
（オフセット）

＜CO２排出量：オフセット前の内訳＞ ( )内2015年度比:

①電 力 ：132.94t ( ▲ 9％ )

CO２排出量算出方法：使用量（ｋWh）×当該年度（2022年）の調整後排出係数※

※本社4～8月新電力：0.4（kg-CO２/ｋWh）、9～3月東京電力：0.456（kg-CO２/ｋWh）、

000000000関西電力：0.311（kg-CO２/ｋWh）

②ガソリン： 25.0t ( ▲ 44.2％ ) CO２排出量算出方法：使用量（ℓ）×2.32kg-CO２/ℓ

■電力：本社の供給元が２０２２年９月に新電力から東京電力となり、

排出係数が変更となった。電力使用量は微増。

■ガソリン：コロナ禍で走行距離減少によりCO２排出量削減に寄与している。

■各車両ごとに燃費目標を車内に貼付してエコドライブを励行している。

「２０３０年度までに２０１５年度比４０％削減」を目標として活動を継続する

二酸化炭素排出量削減

排出量

６２.４ｔ以下

(2021年度実績から4.6％増加)

目 標

評価と次年度に向けて

（単位：ｔ）

40

60

80

100

120

140

160

180

200

2015年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

オフセット前 オフセット後 目標

○
(目標達成100％以上110%未満)

５７.０ｔ

目標達成率

１０９.６％

結 果

※2015年度比はオフセット後の排出量で算出

(基準)

■目標については、前年度実績を元に毎年設定している。
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（単位：千kWh）
2015年度

(基準)

目標値 348.0 321.3 310.0 302.6 305.7 314.4

合計実績 349.2 318.9 304.1 312.6 314.7 317.7

本社実績 303.7 273.3 262.6 272.3 273.4 277.8

関西オフィス実績 45.5 45.6 41.5 40.3 41.3 39.9

目標達成率 99.7% 100.8% 101.9% 96.8% 97.1% 99.0%

前年度比 － ▲2.5％ ▲ 4.6% + 2.8% + 0.7% + 1.0%

2015年度比 － ▲ 8.7% ▲ 12.9% ▲ 10.5% ▲ 9.9% ▲ 9.0%

2018年度 2019年度 2022年度2020年度 2021年度

電力使用量削減

使用量

３１４.４千ｋWh以下

(2021年度実績から0.1%削減)

×
(達成率100％未満、前年比悪化)

３１７.７千kWh

目標達成率

９９.０％

結 果

目 標

■第４営業本部営業第２部第２課（岡山）、第４営業本部営業第１部第３課（福岡）は、それぞれ大日本印刷(株)の事業所内に
事務所がある。この２事業所については、電力使用量を定量的に把握できないため、節電に取り組み、内部監査において
定期的に評価を行っている。

（単位：千kWh）

職場環境管理の観点から換気しながら空調運転を行っており電力使用量増加につながっている。
電力代高騰を受けて新たな節電対策を検討している。また本社の空調設備で一部更新を予定している。

本社と関西オフィスで電力使用量削減に向けて実施している活動内容
■LED照明導入済
■パソコンの節電設定。
■３階以内の移動は階段を使用。
■各フロア照明の昼休み、退社時には消灯（必要最小限使用）徹底。
■サーキュレーターの効率的な活用。
■ブラインドを下げ、空調効率を上げる。
■業務効率向上により、残業時間を削減する。

本社のみ実施している活動内容
■ハイブリッドファンを空調吹出し口に取付け。
■一部フロアにBEMS機器を導入、デマンド計測器と併用し使用電力管理を行っている
■各フロア常時空調１台停止。夏期冬期はデマンド対策として早朝スケジュール運転を実施。
■トイレ、給湯室、階段、喫煙スペースは人感センサー付き照明を設置。
■ハンドドライヤーの電源ＯＦＦトイレ便座及び洗面台の温水は低い設定、。
■各フロア大型給湯器は昼食時間帯１時間のみ稼動。
■省エネ型自販機導入。（常時照明消灯、夜間節電設定）

関西オフィスのみ実施している活動内容
■遮熱フィルム貼付により事務室の断熱。

評価と次年度に向けて

200

220

240

260

280

300

320

340

360

2015年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

本社実績 関西オフィス実績 目標値

(基準)

■目標値については、前年度実績を元に毎年設定している。
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2015年度
(基準)

燃費目標(km/ℓ) 19.2 20.6 21.1 20.6 20.0 20.3

走行距離(km) 345,976 316,487 295,065 246,715 200,363 185,751

使用量(ℓ) 19,379.0 16,080.2 15,653.4 13,732.3 11,977.4 10,691.9

燃費実績(km/ℓ) 17.9 19.7 18.8 18.0 16.7 17.4

目標達成率(%) 93.2% 95.6% 89.1% 87.4% 83.5% 85.7%

前年度比(%) － 101.0% 95.4% 95.7% 92.8% 104.2%

燃費目標(km/ℓ) 16.6 20.3 20.3 20.3 21.1 20.8

走行距離(km) 235,224 217,717 214,776 188,529 154,234 137,900

使用量(ℓ) 14,077.7 11,674.7 12,078.3 11,058.5 9,941.8 8,612.5

燃費実績(km/ℓ) 16.7 18.7 17.8 17.0 15.5 16.0

目標達成率(%) 100.6% 91.6% 87.7% 83.7% 73.5% 76.9%

前年度比(%) － 99.5% 95.2% 95.5% 91.2% 103.2%

燃費目標(km/ℓ) 23.0 22.8 22.5 20.0 20.0 20.0

走行距離(km) 76,446 73,143 59,542 46,717 37,493 39,313

使用量(ℓ) 3,522.1 3,104.6 2,654.0 2,095.9 1,565.4 1,613.5

燃費実績(km/ℓ) 21.7 23.6 22.4 22.3 24.0 24.4

目標達成率(%) 94.3% 103.5% 99.6% 111.5% 120.0% 122.0%

前年度比(%) － 103.8% 94.9% 99.6% 107.6% 101.7% 2015年度比
燃費目標(km/ℓ) 21.0 20.3 21.8 21.6 21.6 19.2 ℓ

走行距離(km) 34,306 25,627 20,747 11,469 8,636 8,538 削減額（150円換算）
使用量(ℓ) 1,779.2 1,300.9 921.1 577.9 470.2 465.9

燃費実績(km/ℓ) 19.3 19.7 22.5 19.8 18.4 18.3

目標達成率(%) 91.9% 97.0% 103.2% 91.7% 85.2% 95.3%

前年度比(%) － 100.5% 114.2% 88.0% 92.9% 99.5%

-8,687.2

約130万円/年

2022年度

全社

本社

関西オフィス

その他拠点

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

■コロナ禍以降使用頻度・移動距離の減少傾向が継続しており

CO２排出量は2015年度比で▲45％減少となった。

■社用車台数：１７台（昨年から１台減）

社用車はハイブリッド車を導入。更にコンパクトカーに順次入替えを実施中。

2022年度下期より社用車管理サービスシステムを導入、稼働のみえる化で次年度に営業車数台を減車予定。

■エコドライブの励行を継続し燃費向上を目指す。

社用車の燃費向上

14.0

15.0

16.0

17.0

18.0

19.0

20.0

21.0

22.0

2015年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

燃費実績 燃費目標

(基準)

全社平均

２０.３Km/ℓ以上

(2021年度実績から20%向上)

▲
(目標未達だが前年度より向上）

１７.４Km/ℓ

目標達成率

８５.７％

結 果

目 標

評価と次年度に向けて

（単位：km/ℓ）
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（単位：m3）

2015年度
(基準)

目標 2,280 2,369 2,484 2,400 1,930 1,890

使用量実績 2,259 2,484 2,514 1,930 1,853 1,912

目標達成率 100.9% 95.4% 98.8% 124.4% 104.2% 98.8%

前年度比 － + 4.9% + 1.2% ▲ 23.2% ▲ 4.0% + 3.2%

2015年度比 － + 10.0% + 11.3% ▲ 14.6% ▲ 18.0% ▲ 15.4% 2015年度からの削減金額

250 千円/年

2022年度2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

節 水

×
(目標達成100％以上110％未満)

１,９１２ｍ３

目標達成率

９８．８％

結 果

使用量

１,８９０ｍ３
以下

(2021年度実績2%増加)

目 標

本社のみ（単位：m3）

■事務所の使用水だけが対象であり、新型コロナ感染予防の緩和を受けて在館者増加傾向となり
結果的に使用量は増加となった。

■日々水道メーター値を記録して、異常値は速やかに把握できる体制としている。

■各階給湯室蛇口付近に節水の掲示を行い、無駄な使用が生じないよう注意喚起している。

評価と次年度に向けて

■第４営業本部営業第２部第２課（岡山）、第４営業本部営業第１部第３課（福岡）は、
それぞれ大日本印刷(株)の事業所内に事務所がある。この２事業所及び関西オフィスに
ついては、水道使用量を定量的に把握できないため、節水に取り組み、内部監査において
定期的に評価を行っている。

1,500

1,700

1,900

2,100

2,300

2,500

2,700

2015年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

使用量実績 目標

(基準)
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（単位：ｔ）

2015年度
(基準)

目標値 39.3 43.2 43.2 44.8 40.7 37.0

廃棄物排出量 43.8 44.0 42.3 47.4 38.8 32.8

本社 26.1 26.5 25.9 31.3 24.9 23.2

関西オフィス 17.7 17.5 16.4 16.1 13.9 9.6

目標達成率 89.7% 98.2% 102.1% 94.5% 104.9% 112.8%

前年度比 － ▲ 0.2% ▲ 3.9% + 12.1% ▲ 18.1% ▲ 15.5% 2015年度からの削減数
2015年度比 － + 0.5% ▲ 3.4% + 8.2% ▲ 11.4% ▲ 25.1% 11 t

　

2022年度2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

■不要物廃棄は当初増加したが、継続することで減少傾向となっている

■今後も３Ｒと分別廃棄を推進し、排出量削減を図る。

廃棄物削減

排出量

３７.０ｔ以下

(2021年度実績から４％減少)

◎
(目標達成110％以上)

３２.８ｔ

目標達成率

１１２.８％

結 果

目 標

（単位：ｔ）

■３Ｒ推進、分別廃棄の徹底、不要物は５Ｓ活動に併せて定期的に廃棄を実施。

■弁当ガラ削減のため、仕出し弁当（再利用可能な容器）の継続利用。

■廃プラスチックのリサイクル及び金属類の有価回収。

■保存期限経過後の書類を、トイレットペーパーに再生して使用。

主な活動内容

評価と次年度に向けて

■第４営業本部営業第２部第２課（岡山）、第４営業本部営業第１部第３課（福岡）は、

それぞれ大日本印刷(株)の事業所内に事務所がある。

この２事業所については、廃棄物排出量を定量的に把握できないため、廃棄物の削減・適正な

分別排出に取り組み、内部監査において定期的に評価を行っている。

0.0
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45.0

50.0

2015年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

本社 関西オフィス 目標値

(基準)
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(単位：千枚）
2015年度

(基準)

目標値 2,662 2,730 2,643 2,493 2,218 2,050

使用量合計 2,743 2,598 2,460 2,106 1,953 1,797

本社使用量 1,743 1,594 1,482 1,275 1,185 1,057

関西オフィス使用量 859 868 857 716 673 655

その他拠点使用量 141 136 121 115 95 85 2015年度からの削減枚数
目標達成率 97.0% 105.1% 107.4% 118.4% 113.6% 114.1% 946千枚
前年度比 － ▲ 0.8% ▲ 5.3% ▲ 14.4% ▲ 7.3% ▲ 8.0% 削減金額
2015年度比 － ▲ 5.3% ▲ 10.3% ▲ 23.2% ▲ 28.8% ▲ 34.5% 760千円

2019年度 2022年度2018年度 2020年度 2021年度

■電子申請の増加

ワークフローの対象拡大や運転日報の電子化等により

前年比でも大幅削減となっている。

■今後も電子化対応等によりペーパーレス化を推進する。

コピー用紙使用量削減

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2015年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

本社使用量 関西オフィス使用量
その他拠点使用量 目標値

(基準)

使用量

２,０５０千枚以下

(2021年度実績から5％増加)

◎
(目標達成110％以上)

１,７９７千枚

目標達成率

１１４.１％

結 果

目 標

評価と次年度に向けて

(単位：千枚）

■コピー用紙は環境配慮商品を使用する。※古紙配合率７０％

■文書管理ソフトや電子ワークフロー導入により出力物削減を推進している。

■出力時は集約印刷、両面コピー等を活用する。

■排出する紙資源は、リサイクル資源とする。

主な活動内容
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（単位：千円）

2015年度
(基準)

目標比率 99.7% 99.9% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

グリーン購入比率 99.9% 100.0% 100.0% 100.0% 98.3% 99.7%

文具購入総額 866 977 1,064 987 838 598

グリーン購入額 865 977 1,064 987 824 596

目標達成率 100.2% 100.1% 100.0% 100.0% 98.3% 99.7%

前年度比 － + 0.1% + 0.0% + 0.0% ▲ 1.7% + 1.4%

2015年度比 － + 0.1% + 0.1% + 0.1% ▲ 1.6% ▲ 0.2%

2022年度2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

■文具購入は商品選択の際にグリーン購入対象を確認することで徹底している。

■余剰文具は一箇所に集約して再利用を進めている。今年度12月よりクリアホルダーの

リサイクルについて専用箱を設け活動を開始した

■これまでグリーン購入の設定がない製品カテゴリーは集計から除外していたが、２０２０年度

よりグリーン購入法の基本方針に合致した製品は集計対象としている。
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2015年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

文具購入総額 グリーン購入額

グリーン購入比率 目標比率

(基準)

グリーン購入

主な活動内容

■関西オフィスでグリーン購入設定品がないカテゴリーの文具購入により目標未達となった、

固有の問題であり、購入先変更を含め見直しを検討する。

評価と次年度に向けて

購入比率

１００.０％
(2021年度実績より1.7％向上)

目 標

×

９９.７％

目標達成率

９９.７％

結 果

（単位：千円）
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　１.期間　　　2023年度～2025年度　(３ヶ年間）

※１：中期目標は前年実績ベースで毎年見直している。
※２：二酸化炭素排出量を把握するため使用量をCO2換算している。
※３：オフセット後排出量＝CO2総排出量ーグリーン電力によるカーボンオフセット量であるため、

2022年度比の数値は電力由来、ガソリン由来の数値とは一致しない。

中期計画

2023/4～
2024/3

省エネ
CO2排出量削減

電　力
※２

Kg－CO２

174,400

ガソリン
※２

Kg－CO２

Kg－CO２

2015年比

54.5%

45,000

▲ 114,900

2015年度
実績

項目 単位

2015年比

2022年度比

25,002 24,880

6,436

環境配慮商品の販売 101.0%

6,372

2024/4～
2025/3

2025/4～
2026/3

75.1%

オフセット後
排出量※４

グリーン電力
(ｶｰﾎﾞﾝｵﾌｾｯﾄ)

Kg－CO２

54.8%55.6%

▲ 101,000 ▲ 101,000

55.3% 55.0%

▲ 101,000 ▲ 101,000

2015年比 53.7% 53.0% 52.2%

百万円

2015年比 225.4%

6,500 6,565

2022年度比

水道使用量
の削減 ｍ3

（年　間）

中　期　目　標　※1

2023年度 2024年度 2025年度

76.2% 75.5%

2022年度
実績

基準値

98.5%

130,960

2022/4～
2023/3

75.8%

2022年度比 99.5% 99.0%

132,940 132,280 131,620

229.9%

2,856

223.1%

24,640

廃棄物 廃棄物の削減 ｔ

64.2%64.9%

84.6%

2,259

2015年比 84.6%

コピー用紙の使用量削減

84.6%

2015年比 74.1%

84.6%

1,910

2022年度比 99.0% 98.0% 97.0%

32.8 32.5 32.1 31.8

節　　水

グリーン購入

63.5%

2,743

65.5%2015年比

0.1％UP

％

0.1％UP

99.9

2015年比 99.8% 0.1％UP

千枚 2022年度比 99.0% 98.0%

1,797 1,779 1,761 1,743

2022年度比 100%回復 前年実績維持 前年実績維持

43.8

74.9% 73.4%

104,500
2022年度比

56,942 56,160 55,380 54,600

98.6% 97.3% 95.9%

2022年度比 前年実績維持 前年実績維持 前年実績維持

1,912 1,910 1,910

97.0%

99.7 100.0 100.0 100.0

24,760

99.5% 99.0%

72.7%

98.6%

CO2総排出量 Kg－CO２ 219,400 157,942 157,160 156,380 155,600

102.0% 103.0%

227.6%
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法規制等の名称 項　　目 運　用　内　容 評価

・委託収集運搬、処分業者の委託契約

・委託契約書の保管（永久）

・マニフェストの保管（５年間）

・都道府県知事への産業廃棄物管理票交付等
　状況報告書提出：毎年５月実施

・産業廃棄物管理票の保管：事務局が保管

年間輸入量が一定量以上の化学物質につ
いて経済産業省への届出

・経済産業省へ年間輸入量１ｔ以上の化学物質
　の届出：輸出入管理室が届出

○

販売する場合、名称・取扱等の情報提供
・化学物質等安全データシート(SDS)により情報
　提供

○

・都道府県知事への届出

・高圧ガス販売主任の選出、届出

毒物及び劇物取締法
・保健所へ毒物劇物の一般販売業者登録
・他社に販売する場合の記録
・他社に販売する場合、SDSの交付

・一般販売業登録を保健所に届出
・販売記録の保管
・SDSの交付

○

消防法 ・火災予防等の実施
・防火管理者の選任
・自衛消防計画の届出
・消火、通報、避難訓練等の実施

○

フロン類の使用の合理化
及び管理の適正化に関
する法律
（フロン排出抑制法）

フロンの漏えい防止の取組み
A:３ヵ月ごとの簡易点検及び記録
B：３年に１回の定期点検及び記録

A:当社が簡易点検を実施し記録している

B:専門業者に委託し点検を実施している
○

特定家庭用機器再商品
化法
（家電リサイクル法）

対象6品目の適正処理（テレビ、エアコン、
冷蔵庫、冷凍庫、洗濯機、衣類乾燥機）

・対象6品目のリサイクル適正委託 ○

使用済小型電子機器等
の再資源化の促進に関
する法律
（小型家電リサイクル法）

家電リサイクル法の対象品目を除く、
小型電子機器の適正処理

・認定業者への適正委託 ○

千代田区一般廃棄物
の処理及び再利用に
関する条例

A:延床面積1,000m2以上の事業所
　事業系ごみの減量
B:廃棄物管理責任者を選任
　保管場所の設定
C:再利用計画書（年1回）提出

B:2022年5月廃棄物管理者変更

C:毎年5月に提出
○

大阪府環境基本条例
・公害の防止
・環境保全
・環境負荷の低減

・条例に従い適切に実施 ○

大阪府循環型社会形成
推進条例

・廃棄物の削減
・再利用の促進
・廃棄物の適正処理

・条例に従い適切に実施 ○

吹田市環境基本条例
・公害の防止
・環境保全
・環境負荷の低減

・条例に従い適切に実施 ○

吹田市廃棄物の減量
及び適正処理に関する
条例

・廃棄物の削減
・再利用の促進
・廃棄物の適正処理

・条例に従い適切に実施 ○

　　　　　　　※ 弊社は省エネ法、東京都環境確保条例、千代田区条例で定められている特定事業所には該当しません。

■環境関連法規制に関する違反、訴訟等の有無
　・違反等の指摘は過去３年間はありません。
　・訴訟及び、近隣住民からの苦情もありません。
　・関係当局より違反等の指摘は、取組み以降ありません。

高圧ガス保安法
（高圧ガス法）

液化石油ガスの保安確保及び取引の
適正化

○

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律
（廃棄物処理法）

一般廃棄物・産業廃棄物の減量及び
適正処理、リサイクルの実施

○

化学物質の審査及び製
造等の規制に関する法
律（化審法）

環境関連法規制等の遵守状況、法違反・訴訟等の有無
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教育・啓蒙

■本社５階コミュニケーションラウンジに「エコアクション21事務局からのお知らせ」

(掲示板)を設置し、毎月電力使用状況グラフや環境に関するトピックスなどを掲示
して、社員の意識向上を図っています。

【 電力使用状況グラフ 】

【 掲示資料（一例）】
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2021年度 合計 ワクチン換算
20,760 318,412
2,240 51,355

23,000 369,767

年間購入量

送付数 2021年度まで
本　社 297,652

約 616人分関西オフィス 49,115
合　計 346,767

本社　　　　 200,000kWh
関西オフィス  30,000kWh
合計 230,000kWh

社会貢献

千代田区一斉清掃に参加

エコキャップ運動に参加

■本社のある千代田区では、年２回(６月・１１月)「千代田区一斉清掃の日」が
定められています。
弊社も毎回参加し、社屋ビル周辺地域の清掃活動を行っています。

■２００８年エコキャップ運動への取組みを開始し、
２０２３年３月までの累計実績は３６万個を突破しました。
今後も継続して取組んでいきます。

※キャップ６００個でポリオワクチン１人分として計算

グリーン電力購入

■グリーン電力を購入し、使用電力のオフセットに

充当しています。

※上記実績については、ベストトレーディング株式会社様
ホームページのエコキャップ回収報告より転記
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消防訓練

■本社自衛消防訓練

実施日：２０２３年 ７月 １２日（水）

本社ビル内で火災が発生したと想定し、以下の訓練を実施しました。

■関西オフィス避難訓練

実施日：２０２３年 ６月１４日（水）
２階給湯室付近から出火したことを想定し、
以下の訓練を実施しました。
①避難訓練、他フロアとの連携・報告

②消火訓練、AED講習

①避難訓練：避難場所へ避難

②初期消火訓練：消火器の使用方法説明後、初期消火訓練

③館内消防設備・防災備品の説明

※水消火器を使用した訓練

新型コロナウィルス感染拡大防止のため、

本社は人員限定で実施。関西は在社全員参加
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代表者による環境経営活動の評価と見直し

１．評価について

ここ数年地政学的にも衛生面においても取り巻く環境は大きく変化しています。

そのような環境下、当社は原材料調達リスクに対応するため、商社機能を活かし代替材料の

手当てなどを行い、取引先に貢献するとともに売上を増加させることができました。

また、一部輸入材料では新たなビジネスモデルを確立しました。

こうした中で環境配慮商品については前年同期比・目標比ともに達成できており、

既存深耕・新規開発が着実に進められていると評価できます。

これからもグループ会社の「製品」・「技術」と外部得意先の「サービス」や「製品」を結び付け、

新たな価値・市場の創出、顧客の獲得を目指し活動してください。

２．見直しについて

（１）環境経営方針 ：これまでの方針を継続して活動を行い、

環境経営への効果を把握し改善につなげます。

（２）環境経営目標 ：前年同様DNPグループ環境ビジョンに則り2015年を基準年度とし、

2030年を中間目標、2050年を最終目標に取り組みを継続します。

（３）環境経営活動計画：四半期毎に目標の見直しを行い、実態に即した計画とします。

（４）実施体制等 ：部門間の協働を継続して推進していきます。

２０２３年６月３０日

大日本商事株式会社
代表取締役社長

高松 徹
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